　様式第３号（事業実施前の水稲作付面積が15ha以上の場合）

	実施年度
	　　年度


新規需要米作付拡大支援事業

実施計画書
（事業実施前の水稲作付面積が15ha以上の場合）
	事業実施主体名
	
	

	所在地
	
	


１　事業の目的
	


２　事業実施主体の概要

	項目
	内容

	事業実施主体名
	

	所在地
	

	電話番号
	

	代表者職・氏名
	

	設立年月日
（法人の場合）
	

	従業員数
	①法人経営体

　役　員：　　人、常時雇用：　　人、臨時雇用：　　人

②個人経営体

　世帯員：　　人、常時雇用：　　人、臨時雇用：　　人


３　経営概要（令和　年度時点）※１
	項目
	内容

	経営全体の状況
	営農類型
	作付面積(ha)
	備考

	
	水田作
	
	

	
	畑作（麦）
	
	

	
	畑作（大豆）
	
	

	
	露地野菜
	
	

	
	施設野菜
	
	

	
	果樹
	
	

	
	花き
	
	

	
	その他※３
	
	

	
	計
	
	

	水田作の状況※２
	主食用米
	
	

	
	新規需要米※４
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	その他※３
	
	

	
	計
	
	

	主食用米の「生産の目安」
	
	


※１　事業実施前年度の時点を記載する。
※２　経営全体の状況のうち「水田作」の詳細を記載する。
※３　「その他」には、備考欄に品目、用途を記載する。
※４　「新規需要米」の欄には、用途を適宜記載する。

４　新規需要米における複数年契約の取組状況（令和　年度時点）※５
	取組の有無
	取組内容

	有　・　無


	


※５　取組について「有」とした場合、実需者と契約を締結していることが分かる資料を添付する。
５　ＧＡＰに関する事項

	種類
	市町村名
	農場名
	登録番号
	品目
	有効期限
	認証予定年月

	
	
	
	
	
	
	


６　成果目標
⑴　生産計画

	
	年度
	生産計画［上段：面積(ha)、下段：割合(％)］

	
	
	主食用
	新規需要米※６
	その他
	計

	
	
	
	
	
	
	小計
	
	

	①
	令和　年度
(事業実施前年度)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	令和　年度
（事業実施年度）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③
	令和　年度
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④
	令和　年度
（目標年度）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	拡大面積
（④－①）
	
	
	
	
	
	
	


※６　「新規需要米」の欄には、用途を記載する。
　（記入後チェック☑）
□　導入する機械の法定耐用年数が経過するまでの間、以下の事項について維持します。
　□　主食用米の「生産の目安」を達成すること。

　□　水稲作付面積の３割以上が新規需要米の作付けとなること。
⑵　取組内容
	年度
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ

	
	水稲生産における
労働時間(h)
	新規需要米
作付面積(ha)
	水稲生産における
農業所得(万円)

	①
	令和　年度
（事業実施前年度）
	
	
	

	②
	令和　年度
（事業実施年度）
	
	
	

	③
	令和　年度
	
	
	

	④
	令和　年度
（目標年度）
	
	
	

	達成目標※７
Ａ：削減率
Ｂ：拡大率
Ｃ：増加率
	
	
	

	ポイント数※８
	
	
	


※７　達成目標は、Ａ削減率については、（①－④）/①×100、Ｂ拡大率及びＣ増加率については、（④－①）/①×100で算出する。
※８　ポイント数は、別表２を基づき、記載する。
７　整備内容
⑴　所有する機械の状況※９
	機械名
	仕様・能力
	台数
	年間作業面積
または処理量
( ha または kg )

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※９　水稲生産に使用する機械について記載する。
⑵　導入する機械の内容
	機械名
	仕様・能力
	台数
	金額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


⑶　導入する機械の利用計画※10
	年度
	機械名
	利用期間
(〇月～〇月)
	利用日数
（日）
	年間作業面積
または処理量
( ha または kg )

	令和　年度
（事業実施年度）
	
	　　
	
	

	令和　年度
	
	
	
	

	令和　年度
（目標年度）
	
	
	
	


※10　事業実施年度において、必要とする利用期間までに、導入機械等の納入が間に合わないことが明らかな場合は、当該年度は空欄とし、翌年度の欄から記載する。なお、その場合であっても目標年度は、事業実施年度の翌々年度とする。
⑷　導入により得られる効果※11
	


※11　作業時間の短縮などを踏まえ、新規需要米の生産拡大に繋がる理由を具体的に記載する。
８　事業費

　⑴　事業費                                                            　
	補助事業に要する経費(円)
	負担区分(円)
	備考※12

	
	県費
	自己資金
	その他
	

	
	
	
	
	


※12　仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円うち県費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と記載する。
　⑵　自己資金の調達方法・調達時期

	　　　


９　必須添付書類

⑴　法人経営体

ア　概要書(生産や販売等、法人の概要が分かる資料)

イ　定款の写し

ウ　事業実施の意志決定が確認できる資料(総会議事録等)

エ　直近年の財務諸表又は確定申告書の写し

オ　機械のカタログ

カ　参考見積書

キ　規模決定根拠
ク　複数年契約の締結をしていることが分かる書類（契約を締結している場合）
ケ　認証書等の写し（ＧＡＰ認証を取得している場合）

コ　その他採択要件の確認に必要な書類
⑵　個人経営体

ア　概要書(生産や販売等、概要が分かる資料)

イ　直近年の確定申告書の写し

ウ　機械のカタログ

エ　参考見積書

オ　規模決定根拠
カ　複数年契約の締結をしていることが分かる書類（契約を締結している場合）
キ　認証書等の写し（ＧＡＰ認証を取得している場合）

ク　その他採択要件の確認に必要な書類
